
令和４年度予算の特徴

令和４年度当初予算の概要 大洗町

第６次大洗町総合計画が令和３年９月３０日付で策定され、大洗町の将来都市像としては

「幸せ無限大・不幸ゼロのまち大洗」を掲げ今後１２年間の施策を展開していきます。

令和４年度予算につきましては、第６次大洗町総合計画の内容に基づき新しい大洗町に向けた

第一歩として時代の潮流やニーズの変化に柔軟に対応できる行政運営や、新型コロナウイルス感

染症の拡大防止とポストコロナ、ウィズ・コロナを見据えた社会経済活動に必要な事業の両立を

図ることを目指した予算を編成しました。

当初予算額：8,735,000千円



会 計 別
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 伸 率

一 般 会 計 8,735,000 62.0 8,366,000 61.8 369,000 4.4

特

別

会

計

国民健康保険 1,744,444 12.4 1,715,446 12.7 28,998 1.7

後期高齢者医療 232,262 1.7 231,552 1.7 710 0.3

介護保険 1,781,231 12.6 1,809,442 13.4 △28,211 △1.6

公共下水道事業 592,378 4.2 537,651 4.0 54,727 10.2

地方卸売市場事業 6,941 0.0 7,041 0.0 △100 △1.4

町営公園墓地事業 22,930 0.2 17,559 0.1 5,371 30.6

公平委員会 8,489 0.1 8,404 0.1 85 1.0

水道事業

収益的
収入 539,247 3.8 565,163 4.2 △25,916 △4.6

支出 602,709 4.3 598,750 4.4 3,959 0.7

資本的
収入 186,417 1.3 109,584 0.8 76,833 70.1

支出 357,202 2.5 250,975 1.8 106,227 42.3

小 計 5,348,586 38.0 5,176,820 38.2 171,766 3.3

合 計 14,083,586 100.0 13,542,820 100.0 540,766 4.0

単位：千円，％

各会計別予算総括



一般会計歳入の概要

令和４年度 令和３年度 比 較
款 別 予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 増 減 額 伸 率

1 町 税 2,612,873 29.9 2,461,391 29.4 151,482 6.2

2 地 方 譲 与 税 44,216 0.5 43,806 0.5 410 0.9
3 利 子 割 交 付 金 1,000 0.0 1,200 0.0 △ 200 △ 16.7
4 配 当 割 交 付 金 6,600 0.1 7,100 0.1 △ 500 △7.0
5 株式等譲渡所得割交付金 10,700 0.1 7,400 0.1 3,300 44.6
6 法人事業税交付金 30,000 0.4 10,000 0.1 20,000 200.0
7 地方消費税交付金 381,200 4.4 378,200 4.5 3,000 0.8
8 ゴルフ場利用税交付金 25,000 0.3 25,000 0.3 0 0.0
9 環境性能割交付金 3,500 0.0 5,100 0.1 △1,600 △31.4
10 地方特例交付金 10,000 0.1 66,000 0.8 △56,000 △84.8
11 地 方 交 付 税 1,212,000 13.9 1,175,000 14.1 37,000 3.1
12 交通安全対策特別交付金 2,200 0.0 2,200 0.0 0 0.0
13 分担金及び負担金 63,313 0.7 62,987 0.8 326 0.5
14 使用料及び手数料 253,165 2.9 284,158 3.4 △ 30,993 △ 10.9

15 国 庫 支 出 金 1,439,492 16.5 1,604,553 19.2 △165,061 △10.3

16 県 支 出 金 597,365 6.8 663,184 7.9 △65,819 △9.9

17 財 産 収 入 74,510 0.9 111,202 1.3 △ 36,692 △33.0
18 寄 附 金 320,803 3.7 160,803 1.9 160,000 99.5
19 繰 入 金 692,595 7.9 414,102 5.0 278,493 67.3
20 繰 越 金 150,000 1.7 150,000 1.8 0 0.0
21 諸 収 入 88,468 1.0 61,914 0.7 26,554 42.9
22 町 債 716,000 8.2 670,700 8.0 45,300 6.8

歳 入 合 計 8,735,000 100.0 8,366,000 100.0 369,000 4.4

単位：千円，％〇歳入内訳



町税 29.9％

（2,612,873）

国庫支出金 16.5％

（1,439,492）
地方交付金 13.9％

（1,212,000）

町債 8.2％

（716,000）

繰入金 7.9％

（692,595）

県支出金 6.8％

（597,365）

地方消費税交付金 4.4％

（381,200）

寄附金 3.7％

（320,803）

使用料及び手数料 2.9％

（253,165）

繰越金 1.7％

（150,000）

諸収入 1.0％

（88,468）

歳 入

8,735,000千円

〇新型コロナウイルス感染症に伴う、固定資
産税の軽減措置終了による増、町民税の増
などを見込み、町税収入は対前年度比
１５１，４８２千円の増を見込みました。

〇町税収入の増を見込んでも不足する分につ
いては、財政調整基金や減債基金、大好き
です大洗基金（ふるさと納税）等を
６８７，６９５千円取り崩すことで対応し
ました。

一般会計歳入の概要
0.9％ ( 74,510）
0.7％ （ 63,313）
0.5％ （ 44,216）
0.4％ （ 30,000）
0.3％ （ 25,000）
0.1％ （ 10,700）
0.1％ ( 10,000）
0.1％ （ 6,600）
0.0％ （ 3,500）
0.0％ （ 2,200）
0.0％ （ 1,000）

財産収入

分担金及び負担金
地方譲与税
法人事業税交付金
ゴルフ場利用税交付金
株式譲渡所得割交付金
地方特例交付金
配当割交付金
環境性能割交付金
交通安全対策特別交付金
利子割交付金



一般会計歳出の概要

款 別
令和４年度 令和３年度 比較

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 伸率

1 議会費 92,716 1.1 91,000 1.1 1,716 1.9

2 総務費 2,098,891 24.0 1,732,395 20.7 366,496 21.2

3 民生費 2,407,232 27.6 2,394,653 28.6 12,579 0.5

4 衛生費 738,134 8.4 705,337 8.4 32,797 4.6

5 労働費 31 0.0 31 0.0 0 0.0

6 農林水産業費 157,922 1.8 268,844 3.2 △110,922 △41.3

7 商工費 426,934 4.9 348,055 4.2 78,879 22.7

8 土木費 805,500 9.2 891,721 10.7 △86,221 △9.7

9 消防費 389,214 4.5 371,930 4.5 17,284 4.6

10 教育費 782,300 8.9 772,653 9.2 9,647 1.2

11 災害復旧費 1 0.0 1 0.0 0 0.0

12 公債費 826,124 9.5 779,379 9.3 46,745 6.0

13 諸支出金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

14 予備費 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0

歳出 合計 8,735,000 100.0 8,366,000 100.0 369,000 4.4

単位：千円，％



一般会計歳出の概要

1.1％ （ 92,716）
0.1％ （ 10,000）
0.0％ （ 31）
0.0％ （ 1）
0.0％ （ 1）

議会費
予備費
労働費
災害復旧費
諸支出金

民生費 27.6％

（2,407,232）

総務費 24.0％

（2,098,891）

公債費 9.5％

（826,124）

土木費 9.2％

（805,500）

教育費 8.9％

（782,300）

衛生費 8.4％

（738,134）

商工費 4.9％

（426,934）

消防費 4.5％

（389,214）

農林水産業費 1.8％

（157,922）

歳 出

8,735,000千円

款 主 な 事 業 の 増 減

総務費
町民会館大規模改修事業（＋347,682）
ふるさと納税事業（+159,633）

民生費 自立支援給付費（+17,880）

衛生費 鉾田・大洗広域事務組合負担金（+37,110）

農林水
産業費

経営体育成基盤整備事業（△108,000）

商工費 地元で泊まろう宿泊モニター事業（+32,000）

土木費
大規模建築物等耐震化支援事業（+138,952）
町道整備事業（△286,131）

教育費
中学校施設照明設備改修事業（+50,850）
図書管理システム整備事業（△14,510）

公債費 H30南小・中学校共用体育館建設事業債（+16,199）

その他 議会ICT化推進事業（+490）



大洗町におけるSDGｓの推進

大洗町総合計画では、持続可能な開発目標（SDGｓ）との関連性を図りながら当初予算において政策や施

策に取り組んでいきます。



政策１ 住民の命と生活を守るまちづくり

新消防庁舎整備検討事業 5,258千円
・災害対策の中枢を担う消防本部機能を津波浸水区域外への移転に向け、移転候補地の検討や移

転に係る課題の整理を行います。

新

<継続して取組み>

〇防災集団移転促進事業 5,900千円

・水害被害の恐れがある五反田・掘割地区の集団移転に向けた計画策定や用地測量等を実施します。

《災害対策》～災害があっても早期回復できる持続可能なまちづくり～

消防水利施設整備事業 22,548千円
・耐震性貯水槽について、計画的に整備していきます。

令和4年度東光台地区・祝町地区。

新

「不幸ゼロ」のまちづくりを実現する、安全・安心、医療・福祉の取組み



政策１ 住民の命と生活を守るまちづくり

白内障補助用眼鏡等購入費助成事業 200千円
・白内障手術後に視力補助のため眼鏡等を必要とする高齢者に対して購入費の一部を助成します。

新

《健康・医療・福祉の充実》 ～誰もが安心して健やかに暮らせるまちづくり～

認知症サポーター活動促進事業 200千円
・認知症サポーター等が中心となって、認知症高齢者やその家族を地域で支え
る「チームオレンジ」を立ち上げます。

新

防犯灯LED化事業 8,400千円
・防犯灯を町が一元的にLED化して管理を行うことにより、照度の向上による犯罪・事故の抑止と
管理コストの低減を図ります。

新

《安心して暮らせるまちづくり》 ～犯罪・事故の起こりにくい安全なまちづくり～



政策２ 一人ひとりを大切にするみんなが住みよいまちづくり

地球温暖化対策実行計画策定事業 2,489千円
・町が今後取り組む地球温暖化対策のための計画を策定します。

新

《環境》 ～豊かな環境をみんなで未来につなぐ持続可能なまちづくり～

「住みたいまち、住み続けたいまち、戻ってきたいまち」を実現する住みよい環境の整備

鉾田・大洗広域事務組合負担金 92,939千円
・鉾田市と協力して新たなごみ処理場を令和8年度末を目標に建設していきます。

拡

拡 環境対策事業 25,173千円
・観光の町として環境美化を維持していくため、町内幹線道路の草刈り等を範囲を広げて積極的
に実施します。

庁舎等LED化推進事業 70,746千円
・第一保育所や南中学校等の照明のLED化を図り、使用電気量を低減します。

新



政策２ 一人ひとりを大切にするみんなが住みよいまちづくり

新

《誰もが暮らしやすいまちづくり》 ～住みたいまち、住み続けたいまち、戻ってきたいまち～

新 町公式SNSアカウント運営事業 2,953千円
・町で公式LINEアカウントを開設し、効果的な情報発信を図ります。

<継続して取組み>

〇定住促進事業 7,500千円

・対象を子育て世帯に絞り、町に住み続ける世帯も新たに町に住み始める世帯も町内に居宅を購入した場
合、一律25万円を補助します。

《連携協働・情報共有化の推進》 ～地域住民とともに、考え連携するまちづくり～

新 大規模建築物等耐震化支援事業 138,952千円
・大洗ホテルが実施する耐震補強工事に対し、国や県と協調して支援を行います。

民間賃貸住宅家賃補助事業 1,200千円
・古くなった町営住宅を段階的に廃止することを見据え、町営住宅から町内民間住宅に転居
する人向けに家賃の補助制度を設けます。

新 LEDサイネージ運用事業 900千円
・大洗駅付近のポケットパークに設置するデジタルサイネージを活用し、町民向け・観光客向け
に町のイベント情報や災害情報などをお知らせします。



政策3 観光を中心とした共創による儲かる地場産業のまちづくり

町営キャンプ場一元管理運営事業 26,530千円
・大洗キャンプ場とサンビーチキャンプ場を一体的に管理運営することにより、
利用者目線でのサービスの向上や運営の効率化を図ります。

《観光の振興》 ～持続可能な共創による観光地づくり～

拡 年間イベント事業 38,700千円
・大洗のまつり実行委員会への補助事業。
特に花火大会については、規模を拡大しより集客を確保できるよう催しを検討します。

<継続して取組み>

〇地元で泊まろう宿泊モニター事業 32,000千円

・町民が町内の宿泊施設に宿泊した際に一部を補助し、宿泊事業者の稼働を支援します。

有料駐車場事業 47,965千円
・これまでGW期間と夏休み期間の40日程度の開設期間に加え、春季・秋季の土日
祝日や夏休み期間の延長を行い、年間113日間を有料駐車場として開設します。

拡

新

地域全体の共創による「観光の町」大洗の飛躍と儲かる地場産業の実現



政策3 観光を中心とした共創による儲かる地場産業のまちづくり

《観光のまちづくり》 ～魅力ある観光地にふさわしいまちづくり～

駅前整備事業 55,962千円
・大洗駅前広場を本町の玄関口としてふさわしい街並みの整備を行うため、駅周辺の交流機能強
化や景観の整備に着手します。

新

ﾊﾞｽﾛｹｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ導入事業 1,369千円
・海遊号及びなっちゃん号にスマホで位置情報を提供できる
システムを導入します。

新

町道整備事業（R3繰越事業）
・観光客と町民生活の共存が図れるよう町道を整備します。

継

5

施行箇所 工事名 工事規模

① 磯浜町地内（関根祝町線） 道路改良工事 L=20m

② 磯浜町地内（吉沼磯浜線） 道路改良工事 L=260m

③ 桜道地内（町道6-07号線） 舗装修繕工事 L=720m

④ 大貫町地内（町道8-2105号線） 道路改良工事 L=340m

⑤ 成田町地内（町道8-3020号線） 道路改良工事 L=180m

3

1
2

4



政策3 観光を中心とした共創による儲かる地場産業のまちづくり

<継続して取組み>

〇プレミアム付き商品券発行事業 37,000千円

・町民にプレミアム率30％の商品券を発行し、町民の消費意欲を喚起し、町内店舗の売上を促進します。

農業生産基盤整備事業 13,800千円
・農業用排水路を横断する老朽化した農道等を整備し、農作業の安全と効率化を図り、地域農業
の振興を図ります。

新

<継続して取組み>

〇漁業振興補助金 17,450千円

・大洗町漁業協同組合が実施する水産資源付加価値向上事業や漁船設備補助事業等へ補助を行い、町の基
幹産業である水産業の振興や魚価経営の負担軽減を図ります。

夏海地区産地育成畑地整備推進事業 243千円
・担い手農家有志の方と勉強会等をとおして「将来の夏海地区の畑作の在り方」について検討します。

新

《農水産業の振興》 ～魅力ある資源を活用した儲かる農水産業の実現～

《商工業の振興》 ～持続的な賑わいづくりに向けた循環型活性化サイクルの構築～



政策4 大洗の未来を担う人財を育てるまちづくり

《幼児期の教育・保育の推進》 ～幼児期の教育・子育て環境の充実したまちづくり～

子ども家庭総合支援拠点事業 3,573千円
・虐待の予防、要支援・要保護児童への支援や子ども家庭支援全般にかかわる業務を一元化します。

新

切れ目のない子育て支援体制と子供が活躍できる教育環境等の実現

<継続して取組み>

〇子育て世代包括支援センター事業 3,228千円

・子育て包括支援センター「ほっと」を拠点に、保育所・病院等と連携し、妊娠期から支援を必要とする

親子に寄り添い、問題の早期発見・早期対応できる支援体制を推進します。

〇多子世帯保育料軽減事業費給付 7,643千円

・子どもを2人以上持つ世帯における3歳未満児の利用者負担を軽減することにより、多子世帯の経済的負
担の軽減を図り、子どもを産み育てやすい環境づくりを推進します。

３歳児健診時視力検査強化事業 1,389千円
・3歳児健診時の視力検査で、弱視の早期発見・早期治療を目的に客観的検査である屈折検査を導
入します。

新

不育症治療助成事業 150千円
・妊娠しても流産を繰り返し出産に至らない不育症の検査・治療費（保険適用外）の一部を助成します。

新



政策4 大洗の未来を担う人財を育てるまちづくり

《教育環境の整備》 ～学校施設整備及び学校・家庭・地域との連携・協働による教育環境整備～

校務支援システム整備事業 8,016千円
・学校現場に校務支援システムを導入し、事務の効率化を進めるとともに、教育活動の一層の充実
を図ります。

新

コミュニティスクール推進事業 194千円
・地域住民と連携し、学校運営を進めていくために学校運営協議会を立ち上げ、未来を担う子供た
ちの豊かな心の育成に努めます。

新

《生涯学習活動等の推進》 ～社会教育活動の推進と歴史資源の保存・活用の推進～

<継続して取組み>

〇磯浜古墳群保全活用計画策定事業 4,140千円

・磯浜古墳群が国史跡指定され、今後の保存や活用に関する基本方針を定めます。

〇地域の特色ある埋蔵文化財活用事業 7,958千円

・児童生徒や町民が郷土愛を育めるよう、地域にある遺跡や遺物に関する企画展やシンポジウムを開催し

ます。



政策5 持続可能な行財政運営によるまちづくり

《持続可能な行財政運営によるまちづくり》 ～計画的・効率的で持続可能な行財政運営～

タブレット導入事業 2,376千円
・自治体ＤＸ・ペーパーレス化の一環として、町議会議員及び管理職にタブレットを配布し、本会
議や委員会時の紙の資料の削減を図ります。

新

住宅地図LGWAN導入事業 715千円
・地図上で各種データを管理できる「住宅地図(LGWAN)」を導入し、視覚的にもデータを把握
できるようにすることで、業務の一層の効率化を図ります。

新

マイナンバーカード普及促進事業 5,796千円
・マイナンバーカードを普及させるため、交付申請支援等を実施します。

新

町有施設改修・修繕事業
・古くなった町有施設について、公共施設総合管理計画等に基づく計画的な改修・修繕を行います。
町民会館大規模改修事業 357,082千円 町営住宅改修事業 33,928千円 等

拡

長期的視点に立った、計画的・効率的で持続可能な行財政運営の実現

ふるさと納税事業 318,880千円
・地場産品の流通促進を行う地域経済活性化と町の財源確保として、ふるさ
と納税事業の更なる拡充を図り、産地PRや事業者の売上増を目指します。

拡



防犯灯LED化事業【新規】

防犯灯のLED化を行い、電気料の削減や明るい町内を目指します。

【R4当初予算額 8,400千円】

実施内容

現行の防犯灯は、蛍光灯であるため、LED化を行うことによって、電気量の
削減が見込めます。
また、LED化することで耐用年数が伸び、不良等における消灯が回避される
ことや、町内が明るくなることによる防犯等のリスク軽減が期待されます。

削減効果

街路灯数（LED化済） 約700基
防犯灯数 約1,300基 ※増減の可能性あり

担当課：生活環境課

維持管理費（電気料金）

従来の防犯灯 防犯灯LED

4,855,270円/年 2,441,035円/年

削減額見込

2,441,235円/年
49.72％の削減

4,565,055円/年

公衆街路灯LED化事業 実施済

防犯灯LED化事業 本事業対象

10,375,770円/年

6,169,550円/年
56％の削減

削減額見込

【概要】



民間賃貸住宅家賃補助事業【新規】

【概要】

【R4当初予算額 1,200千円】

町営住宅数が国の将来ストック量より多いことから町営住宅長寿命化計画に基づき、耐用年数
45年を経過している汐見ケ丘住宅と松ヶ丘住宅において用途廃止にする方針としています。施策
として、民間賃貸住宅へ入居する際の家賃の一部を補助し、現入居者の退去支援と住宅困窮者
の居住の安定を確保します。

事業費

全体事業費
1,200千円
(5件×20千円×12カ月)

内訳：社総交
540千円
(事業費1,200千円×45％)

一般財源 660千円

補助
対象者

町営住宅入居基準を満たす者

補助額 家賃の1/2（上限20,000円/月）

募集件数 5件

対象民間
賃貸住宅

・不動産業者（認定事業者）が管理し
入居を斡旋すること
・新耐震基準で建築され、所定の消防設
備を設置すること
・家賃50,000円以下で敷金2ヶ月分、
礼金なし

担当課：都市建設課

不動産業者 民間賃貸住宅

町 入居者

管理

事
業
者
の
登
録
依
頼

事
業
者
の
登
録

住
宅
情
報
提
供

入
居

補助金の申請請求

補助金の交付

賃貸借契約

家賃支払い

家賃補助制度の仕組み

（案）



大規模建築物耐震改修費補助事業【新規】

【R4当初予算額 138,952千円】

大洗町耐震改修促進計画に基づき、耐震改修促進法で耐震改修工事を行わなければならない

建築物の所有者に対し、耐震改修工事に必要な費用を一部補助します。

担当課：都市建設課

（全体事業費の36.8%） （全体事業費の63.2%）

補助対象外事業費（6,053.35㎡×51,200円/㎡）

67,616千円

238,595千円

補助金（全体）

138,952千円

大洗ホテル負担金

170,979千円

国庫補助金

103,310千円

県補助金

17,821千円

町補助金

補助対象事業費

309,931千円

377,547千円

全体事業費

大洗ホテル負担金（全体）

17,821千円

(33.3%) (5.75%) (5.75%) (55.2%)

事業効果
〇大洗ホテルを地域防災計画に位置付けることで、災害時に一時避難所と

して効果的に活用できることに加え、緊急輸送道路の安全性が図れる。

財源について
〇国の社会資本整備総合交付金の採択要件に該当することで交付金が充
当でき、県の補助金も充当することができる。

【概要】



町公式SNSアカウント運営事業【新規】
【R4当初予算額 2,953千円】

広報紙、週報、無線放送、ホームページに加えLINEを情報発信ツールとして活用し、
より身近で、より使いやすく、より情報が届く広報・情報発信を目指します。

背 景

○町内会の加入者数が減少していく中、広報紙や週報では情報発信の
媒体としては全町民に行き渡らず、不十分である。
○ホームページはあらゆる情報の倉庫的役割であるため、どうしても自分
の必要な情報を得るまで、ホームページ内を探す手間が発生する。
○SNSが広く普及し、種類も多岐にわたる中、幅広い年代で利用されてい
るLINEは、操作にも慣れているうえ、個人に直接情報を送ることができ
るため、媒体として最適である。
○ワクチン予約で既にLINEを活用しており、「友だち」登録者は3,000人を
超え、周知した予約枠は即座に埋まるなど、効果をあげている。

事業概要

○LINE画面内に「ごみ」や「観光」等のボタンを設置することができ、暮らし
に直結する情報が得やすくなる。
○年齢や性別等、対象別に送る情報の選別が可能であり、それぞれに有
益な情報を対象を絞って配信でき、より効果的な情報発信が期待できる。

担当課：秘書広報課

【概要】



有料駐車場事業【拡充】

例年、多くの観光客が訪れる令和4年4月～10月及び令和5年3月に有料駐車場を
開設し、利用者の安心安全のための設備等を整備します。

【R4当初予算額 47,965千円】

期 間

○令和4年4月～10月、令和5年3月の土日祝 56日間
○令和4年4月29日(金・祝)～5月8日（日） GW10日間
○令和4年7月16日（土）～8月21日（日）） 海水浴期間37日
○令和4年8月22日（月）～8月31日（水） 10日間

予算額

○歳入（駐車場使用料）
令和3年度 ： 44,600千円
令和4年度 ： 82,600千円

○歳出
令和3年度 ： 20,089千円
令和4年度 ： 47,965千円

担当課：商工観光課

【概要】



背 景
○町の玄関口であり、災害時の一時避難場所でもある大洗駅周辺の利
便性及び魅力向上により町の中核機能の強化を図る。

事業効果

○大洗駅周辺の交流機能の強化。

○中心市街地の回遊性の向上。

○景観の向上。

○利便性の向上。

駅前整備事業【新規】
【R4当初予算額 55,962千円】

大洗駅前広場を本町の玄関口としてふさわしい街並みの整備を行うため、駅周辺の
交流機能強化や景観の整備に着手します。

担当課：都市建設課

※イメージ案

【概要】



利用者が、オンラインで現在のバスの運行状況をリアルタイムで確認することができ
る「バスロケーションシステム」について、循環バス「海遊号」及び「なっちゃん号」へ導
入することで、利便性の向上と利用促進を図ります。

【R4当初予算額 1,369千円】

事業内容

〇循環バスの現在の運行状況等を,スマートフォン・パソコン・ダブレットを使
い、オンラインで確認できるようになる。

〇「乗車」「降車」停留所を指定すれば,運行状況や待ち時間がわかるように
なる。

〇次に発車するバスの時間と行先が分かるようになる。

〇バス車内の混雑状況が一目で分かるようになる。

〇英語表記にも対応している。

バスロケーションシステム導入事業【新規】

担当課：まちづくり推進課

【概要】



農業生産基盤整備事業【新規】

◆神山地区 用排水路横断暗渠改修等工事 13,800千円

○第７号暗渠工

○第８号暗渠工

○第11号暗渠工＜陥没箇所＞

【施工箇所写真】

農業用排水路を横断する老朽化した農道等を整備し，農作業の安全
化と効率化を図り，地域農業の振興を図ります。

【 計 画 】
改修済：第１,第３～６号暗渠
Ｒ４ ：第７,８,11号暗渠改修
Ｒ５ ：第９,10号暗渠改修

第２号暗渠撤去
Ｒ６ ：第12～14号暗渠改修

【R4当初予算額 13,800千円】 担当課：農林水産課

【概要】



不育症治療助成事業【新規】

【R4当初予算額 150千円】

対象となる
検査・治療

○医療保険各法の規定に基づく保険給付が適用されない不育症検査及
び治療。

助成金額 ○5万円を上限に年度内1回を助成します。

申請期間 ○不育症検査・治療が終了した日の属する年度の末日まで。

対象者

○2回以上の流産などにより、医師に「不育症」と診断された方。

○法律上の婚姻をしている方。

○夫婦又はいずれか一方が1年以上町に住所を有している方。

○申請者の世帯全員が町税等を滞納していない方。

担当課：健康増進課

妊娠しても流産を繰り返し出産に至らない不育症の検査・治療費の一部を助成します。

【概要】



住宅地図LGWAN導入事業【新規】
【R4当初予算額 715千円】

現在各課で収集・管理している各種データを、地図上に重ねたうえで、台帳として管理
することで、全庁的な情報共有や集計等、さらなる業務の効率化を図ります。

事業概要
○業務ごとに各課で管理している各種リスト等のデータを全庁的に共有し、
業務効率化を図る。

事業効果

○防災、福祉、空家、教育、消防など、あらゆる分野において活用できる。

○台帳機能を有するため、住所だけでなく、やり取りの記録や写真も同時
に地図に紐づけて管理できる。

○エリア集計機能を使うことで、エリア内の世帯数等の集計も可能となる。

担当課：秘書広報課

【概要】


